建築振興課
· 宅建業免許グループ 
· 宅建業指導グループ 
· 建設業許可グループ 
· 建設指導グループ   
事　務　執　行　概　要
宅建業免許グループ

　課内の人事管理、予算執行、一般庶務及びその他、他のグループに属さない事務の適正な執行に努めた。

また、宅地建物取引業法、不動産の鑑定評価に関する法律、不動産特定共同事業法による免許、登録、許可及びこれらに付随する事務の適正な執行に努めた。

１．宅地建物取引業法の適正な運用

（１）宅地建物取引士資格登録

　

　　　ア．宅地建物取引士資格登録申請及び変更申請件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	登録申請
	1,891件
	2,043件　
	1,890件　

	変更登録申請
	6,097件
	5,965件　
	5,601件　


平成26年度  歳入　宅地建物取引主任者資格登録簿登録手数料　69,967,000円

平成27年度  歳入　宅地建物取引士資格登録簿登録手数料　　　75,591,000円

平成28年度  歳入　宅地建物取引士資格登録簿登録手数料　　　69,930,000円

　　　イ．宅地建物取引業士資格登録移転申請及び登録件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	転　入
	申　　請
	63件
	73件　
	65件　

	
	登　　録
	62件　
	72件　
	63件　

	転　出
	申　　請
	104件　
	80件　
	83件　

	
	登　　録
	98件　
	78件　
	86件　


平成26年度　歳入　宅地建物取引主任者資格登録移転申請手数料　　504,000円

平成27年度　歳入　宅地建物取引士資格登録移転申請手数料　　　　584,000円

平成28年度　歳入　宅地建物取引士資格登録移転申請手数料　　　　520,000円

　　　ウ．宅地建物取引士資格登録消除件数（転出によるものを除く）

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	登録消除
	58件
	84件　
	51件　


エ．宅地建物取引士登録者数（各年度末時点）

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	登録者数
	91,671名
	93,432名　
	 95,296名　


オ．宅地建物取引士証交付件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	新規及び転入
	2,309件　
	2,904件　
	2,454件

	更新
	7,978件　
	5,571件　
	3,644件　

	再交付及び書換
	　209件　
	　323件　
	311件　

	合　計
	10,496件　
	8,798件　
	6,409件　


平成26年度　歳入　宅地建物取引主任者証交付申請手数料　47,232,000円

平成27年度　歳入　宅地建物取引士証交付申請手数料　　　39,591,000円

平成28年度　歳入　宅地建物取引士証交付申請手数料　　　28,840,500円

（２）宅地建物取引業者免許事務

ア．宅地建物取引業者免許申請件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	知　事
	新　規
	  669件　
	  678件　
	  682件　

	
	更　新
	1,134件　
	1,338件　
	2,623件　

	
	合　計
	1,803件　
	2,016件　
	3,305件　

	大　臣
	新　規
	   27件　
	   27件　
	   27件　

	
	更　新
	  29件　
	  35件　
	  72件　

	
	合　計
	   56件　
	   62件　
	   99件　

	計
	新　規
	  696件　
	  705件　
	  709件　

	
	更　新
	1,163件　
	1,373件　
	2,695件　

	
	合　計
	1,859件　
	2,078件　
	3,404件　


平成26年度　歳入　宅地建物取引業免許申請手数料　 　59,499,000円

平成27年度  歳入　宅地建物取引業免許申請手数料　　 66,528,000円

平成28年度  歳入　宅地建物取引業免許申請手数料　　109,065,000円

イ．廃業届受理件数

	　　　　 　　年度

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	知　　　　事
	414件
	422件
	414件

	大　　　　臣
	7件
	4件
	6件

	合　　　　計
	421件　
	426件
	420件


ウ．免許業者数（各年度末時点）

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	知　　　　事
	12,124件　
	12,242件　
	12,256件　

	大　　　　臣
	   324件　
	   339件　
	353件　

	合　　　　計
	12,448件　
	12,581件　
	12,609件　


エ．営業保証金取戻し証明件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	法務局供託分
	 44件　
	 38件　
	 38件　

	保証協会分
	523件　
	505件　
	588件　


	合　　　　　計
	567件　
	543件　
	626件　


（３）宅地建物取引業者免許申請書の閲覧

免許申請書閲覧件数　　　　　　

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	知　　　　事
	13,343件　
	11,250件　
	11,859件　

	大　　　　臣
	   272件　
	   210件　
	   199件　

	合　　　　計
	13,615件　
	11,460件　
	12,058件　


（４）未供託宅地建物取引業者の免許の取消

免許取消件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	知　　　 事
	2件
	1件　
	2件　


　　

２．不動産の鑑定評価に関する法律の適正な運用

（１）不動産鑑定士、不動産鑑定士補の登録申請件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	不動産鑑定士
	6件　
	17件　
	　15件　

	不動産鑑定士補
	 0件　
	 0件　
	 0件　


（２）不動産鑑定業者の登録申請件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	知　事
	新　規
	13件　
	14件　
	12件　

	
	更　新
	36件　
	50件　
	50件　

	
	合　計
	49件　
	64件　
	62件　

	大　臣
	新　規
	 2件　
	 2件　
	 0件　

	
	更　新
	 2件　
	 1件　
	 2件　

	
	合　計
	 4件　
	 3件　
	 2件　

	計
	新　規
	15件　
	16件　
	12件　

	
	更　新
	38件　
	51件　
	52件　

	
	合　計
	53件　
	67件　
	64件　


平成26年度　歳入　不動産鑑定業者登録申請手数料　　　　649,200円

平成27年度　歳入　不動産鑑定業者登録申請手数料　　    835,200円

平成28年度　歳入　不動産鑑定業者登録申請手数料　　    807,200円

（３）廃業届受理件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	知　　　　事
	14件　
	15件　
	10件　

	大　　　　臣
	 0件　
	 0件　
	0 件　

	合　　　　計
	14件　
	15件　
	 10件　


（４）不動産鑑定業者の登録数（各年度末時点）

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	知　事
	法　人
	174件　
	170件　
	163件　

	
	個　人
	94件　
	91件　
	99件　

	
	合　計
	268件　
	261件　
	262件　

	大　臣
	法　人
	 12件　
	 14件　
	 13件　

	
	個　人
	  0件　
	  0件　
	  0件　

	
	合　計
	 12件　
	 14件　
	 13件　


　
（５）不動産鑑定業登録簿の閲覧

　　　登録申請書閲覧件数　　　　　　

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	知　　　　　事
	21件　
	36件　
	18件　

	大　　　　　臣
	0件　
	7件　
	1件　

	計
	21件　
	43件　
	19件　


３．不動産特定共同事業法の適正な運用

ア．不動産特定共同事業許可申請件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	知　　　　事
	0件　
	0件　
	1件　

	大　　　　臣
	0件　
	0件　
	0件　

	合　　　　計
	0件　
	0件　
	1件　


平成26年度　歳入　不動産特定共同事業許可申請手数料　　        0円

平成27年度　歳入　不動産特定共同事業許可申請手数料　　        0円

平成28年度　歳入　不動産特定共同事業許可申請手数料　     80,000円

イ．許可業者数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	知　　　　事
	 4件　
	5件　
	5 件　

	大　　　　臣
	 5件　
	2件　
	2 件　

	合　　　　計
	 9件　
	7件　
	7 件　


宅建業指導グループ

宅地建物取引業法、不動産の鑑定評価に関する法律及び不動産特定共同事業法（免許、登録及び許可に関する事務を除く。）の適正な施行等に関する事務の執行に努めた。

１．宅地建物取引業法の適正な運用

　（１）指導監督

　　　　宅地建物取引の公正を確保するとともに、消費者保護及び業者の業務活動の健全な育成を図ることを重点に宅地建物取引業者の指導監督に努めた。

ア．宅地建物取引業者に対する指導及び研修

宅地建物取引業新規免許業者並びに営業保証金供託宅地建物取引業者（業界団体非加盟業者）を対象として、宅地建物取引業法並びに人権問題に関する研修会を開催した。

また、入居差別や土地差別の解消のため、不動産に関する人権問題連絡会（宅地建物取引業関係７団体で構成）とともに、平成18年度に創設した「宅地建物取引業人権推進指導員制度」を推進し、人権推進指導員を養成している。

平成28年度は、人権推進指導員養成講座を受講した者（241名)のうち220名について、宅地建物取引業人権推進指導員として認定した。

なお、人権推進指導員認定証の有効期間が5年であることから、既に人権推進指導員の認定を受けられた方で有効期間を満了された方、又は満了される方を対象に、平成24年度から「更新研修」を実施しており、平成28年度は283名が更新を行った。

さらに、府内業者団体と常に連携し、随時、意見交換、質疑応答等を行うなど宅地建物取引業者の健全な育成に努めた。

・新規免許業者・営業保証金供託業者研修会（主催：大阪府）

平成28年 9月 7日開催（参加者　220名）

平成29年 2月 9日開催（参加者　196名）

・人権推進指導員制度による人権研修

（共催：不動産に関する人権問題連絡会、大阪府）

【養成講座及び更新研修】

平成 28年  4月13日開催（参加者　養成15名、更新5名）

平成 28年  6月  1日開催（参加者  養成18名、更新10名）

平成 28年  8月  3日開催（参加者  養成47名、更新58名）

平成 28年 10月  5日開催（参加者  養成60名、更新30名）

平成28年 12月  7日開催 （参加者  養成50名、更新118名）

平成 29年  2月  1日開催（参加者  養成51名、更新62名）

イ．監督処分及び処置件数

宅地建物取引業者

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	取　　　　　　　消
	34件　
	41件　
	34件　

	業務停止
	 25件　
	 16件　
	 14件　

	指示
	 2件　
	 4件　
	 5件　

	勧告
	 41件　
	 40件　
	 70件　

	合　　　　計
	102件　
	101件　
	123件　


宅地建物取引士

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	登録消除
	3件　
	8件　
	6件　

	事務禁止
	0件　
	1件　
	2件　

	指示
	0件　
	0件　
	0件　

	合　　　　計
	3件　
	9件　
	8件　


（２）宅地建物取引相談

宅地建物取引相談、紛争相談については、消費者への取引知識の啓発と業者指導の観点から積極的に対処し、その解決に努めた。

消費者啓発として、小冊子「マイホーム購入のためのちょっとアドバイス」及び「賃貸借契約のためのちょっとアドバイス」を作成配布し、紛争の防止に努めた。

相談状況

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	取引の事前相談

（主として、業者の信用調査、取引の不安等）
	13,675件

(13,615件)
	11,536件

(11,460件)
	12,169件

(12,058件)

	解約紛争

（主として､ﾛｰﾝ不成立、物件説明の相違､預り金･申込み証拠金の返還､前金保全措置等）
	129件
	155件
	120件

	誇大広告等による紛争

（主として、広告表示と事実の相違、約束不履行、詐欺取引等）
	 7件
	 4件
	6件

	引渡し、補修工事の遅延

（主として、物件引渡しの遅延、瑕疵補修、工事の不履行等）
	8件
	9件
	8件

	賃貸借関係の紛争

（主として保証金、敷金等）
	58件
	64件
	68件

	報酬に関する紛争

（主として媒介手数料の取り過ぎ等）
	 8件
	 9件
	10件

	合　　　　　　　　　　計
	13,885件

(13,615件)
	11,777件

(11,460件)
	12,381件

(12,058件)


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※（　）内は閲覧件数

２．不動産の鑑定評価に関する法律の適正な運用

　

（１）指導監督

　　　　　監督処分及び処置件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	登録消除
	0件　
	0件　
	0件

	業務停止
	0件　
	0件　
	0件

	勧告
	0件　
	7件　
	0件

	合計
	0件　
	7件　
	0件



　（２）不動産鑑定士試験の実施協力

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	受験申込書の受付数 
	短等式　
	123件　
	121件
	140件　

	
	論文式　
	39件　
	34件
	36件　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【根拠法令等：不動産の鑑定評価に関する法律】

　　　

３．不動産特定共同事業法の適正な運用

　

指導監督

　　　　監督処分及び処置件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	取　　　　　　　消
	0件　
	0件　
	0件　

	業務停止
	0件　
	0件　
	0件　

	解　　　　　　　任
	0件　
	0件　
	0件　

	指　　　　　　　示
	0件　
	0件　
	0件　

	勧　　　　　　　告
	0件　
	0件　
	0件　

	合計
	0件　
	0件　
	0件　


【根拠法令等：不動産特定共同事業法】

建設業許可グループ

　建設業法による許可、経営事項審査及び建設機械抵当法による打刻、検認、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律による解体工事業者の登録及びこれらに付随する事務の適正な執行に努めた。

１．建設業法の適正な運用

　（１）建設業許可事務

　　　

ア．建設業許可申請件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	知　事
	新　　規
	1,984件　
	2,299件　
	2,600件

	
	更　　新
	4,920件　
	6,601件　
	6,895件

	
	業種追加
	   713件　
	692件　
	1,281件

	
	計
	7,617件　
	9,592件　
	10,776件

	大　臣
	新　　規
	109件  　
	94件   　
	91件

	
	更　　新
	   298件  　
	383件　
	369件

	
	業種追加
	   84件  　
	71件　
	141件

	
	計
	   491件  　
	548件　
	601件

	合　　　　計
	8,108件　
	10,140件　
	11,377件


平成26年度　　歳入　　建設業許可申請手数料　460,210,000円

平成27年度　　歳入　　建設業許可申請手数料　571,560,000円

平成28年度　　歳入　　建設業許可申請手数料　642,800,000円

イ．廃業届受理件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	知　　　　事
	893件　
	992件　
	982件

	大　　　　臣
	65件　
	45件　
	55件

	合　　　　計
	958件　
	967件　
	1,037件


ウ．建設業者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　知事許可（各年度末時点）

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	業者数
	35,438件　
	35,219件　
	35,510件

	
	特　　　　定
	　2,341件　
	2,389件　
	2,423件

	
	一　　　　般
	33,683件　
	33,891件　
	33,758件


大臣許可

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	業者数
	1,407件　
	1,439件　
	1,449件

	
	特　　　　定
	715件　
	  737件　
	750件

	
	一　　　　般
	1,045件　
	1,062件　
	1,054件


　　　（特定、一般件数中には１業者が業種別に特定、一般を重複して許可を受けた業者を含む。）

（２）建設業許可の証明、確認等

建設業許可証明、確認件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	建設業許可証明確認
	9,562件　
	7,750件　
	8,565件


平成26年度　　歳入　　建設業許可証明手数料　　　4,781,000円

平成27年度　　歳入　　建設業許可証明手数料　　　3,875,000円

平成28年度　　歳入　　建設業許可証明手数料　　　4,282,500円

（３）建設業許可申請書の閲覧

　　　許可申請書閲覧件数　

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	知　　　　事
	56,668件　
	58,714件
	62,423件

	大　　　　臣
	3,367件　
	　－
	　　－

	合　　　　計
	60,035件　
	58,714件
	62,423件


（４）経営事項審査（経営規模等評価及び総合評定値請求）

　　申請書受理件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	知　　　　事
	7,151件　
	7,086件　
	7,178件　

	大　　　　臣
	 795件　
	798件　
	814件　

	合　　　 計
	7,946件　
	7,884件　
	7,992件　


平成26年度　　歳入　　経営事項審査手数料　　111,921,000円

平成27年度　　歳入　　経営事項審査手数料　　111,743,500円

平成28年度　　歳入　　経営事項審査手数料　　114,418,000円

２．建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）の適正な運用

（１）解体工事業者登録

　　　　　解体工事業者登録申請件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	登録申請件数
	66件　
	60件
	63件

	登録更新申請件数
	20件　
	17件
	25件


平成26年度　　歳入　　解体工事業者登録手数料　　　2,698,000円

平成27年度　　歳入　　解体工事業者登録手数料　　　2,422,000円

平成28年度　　歳入　　解体工事業者登録手数料　　　2,729,000円

（２）解体工事業者登録簿の閲覧

　　　　　解体工事業者登録簿の閲覧件数

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	閲　覧　件　数
	50件　
	66件
	60件


　（３）解体工事業者登録証明

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	登録証明件数
	4件　
	5件　
	1件　


平成26年度　　歳入　　解体工事業者登録証明手数料　　  2,000円

平成27年度　　歳入　　解体工事業者登録証明手数料　　  2,500円

平成28年度　　歳入　　解体工事業者登録証明手数料　　    500円

３．建設機械抵当法による打刻、検認

	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	打　刻　件　数
	3件　
	11件
	6件

	検　認　件　数
	9件　
	8件
	8件


平成26年度　　歳入　　建設機械打刻検認申請手数料　　432,000円

平成27年度　　歳入　　建設機械打刻検認申請手数料　　684,000円

平成28年度　　歳入　　建設機械打刻検認申請手数料　　504,000円

４．建設業者への調査・指導

　　経営事項審査申請に疑義があるものに対して、業者への調査及び指導を実施した。
	年度　

区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	調査・指導件数
	12件　
	0件　
	1件


建設指導グループ
　　建設業法に基づく建設業者等への指導監督、建設工事統計調査及び女性・若者働き方改革

推進事業に関する事務の適正な執行に努めた。

１．建設業法の適正な運用

　（１）指導監督

　　　建設工事の適正な施工を確保し、発注者を保護するとともに、建設業の健全な発達を　促進するため、関係機関と緊密な連携を図り、建設業者等への指導監督に努めた。

　　　

　　　ア．業者指導・指導通達

　　建設業者の健全化に資するため、建設業界・団体に対し指導通達を行った。

	･H28.04.14
･H28.04.27

･H28.07.25
･H28.08.05

･H28.08.05

･H28.09.13

･H28.11.11

･H28.11.11

･H28.12.05

･H28.12.26

･H28.12.26

･H29.03.27

･H29.03.30
	建設業退職金共済制度の一部改正について
建設業法施行令の一部を改正する政令について

民間建設工事の適正な品質を確保するための指針について

社会保険の加入に関する下請指導ガイドラインの改訂等について
下請契約及び下請代金支払の適正化並びに施行監理の徹底等について
建設業退職金共済制度の加入促進及び履行確保について

一括下請負の禁止について

公共工事の円滑な施工確保について

下請契約及び下請代金支払の適正化並びに施工管理の徹底等について
監理技術者制度運用マニュアルの改正について

持株会社の子会社が置く主任技術者又は監理技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係の取扱いについて
建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律の施行について
特定特殊自動車排ガスの規制等に関する法律等の改正について


　　　イ．監督処分及び処置件数

建設業法、建築基準法、労働安全衛生法等建設関連法令に違反した業者に対して、

建設業法に基づき処分を行った。

	年度　
区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	取　　　　　　消　　　　　　　　
	29件　
	34件
	30件

	営業停止　　　　　　　　
	10件　
	4件
	4件

	指　　　　　　示
	9件　
	14件
	8件

	勧　　　　　　告
	 0件　
	2件
	1件

	合　　　　　　計
	48件　
	54件
	43件


（２）建設工事紛争相談

　　　　建設工事に係る各種の相談に応じ、紛争の早期解決や未然防止に努めた。

	区　分
	紛争の内容
	年度別件数

	
	
	H26
	H27
	H28

	元請・下請
間の紛争
	中間下請業者の倒産による請負代金の
不払い
	18件
	8件
	1件

	
	請負代金の支払い遅延
	85件
	62件
	47件

	
	工事内容の変更等に伴う請負代金に
関する紛争
	24件
	45件
	26件

	
	賃金不払い
	14件
	35件
	28件

	
	その他（契約解除に伴う損害賠償等）
	25件
	38件
	13件

	
	小　　　　　　　計
	166件
	188件
	115件

	工事に係る
紛争
	工事瑕疵･疎漏工事･工事遅延･工事未着手･
中途放棄･契約不履行等による紛争
	98件
	211件
	222件

	そ　　　　　　の　　　　　　他
	413件
	652件
	1,440件

	合　　　　　　　　　　　　　計
	677件
	1,051件
	1,777件


（３）大阪府建設工事紛争審査会

建設工事の請負契約に関する紛争について、当事者の申請に基づき、大阪府建設工事

紛争審査会において、あっせん、調停、仲裁を行った。

	年度
	種別
	申請受理件数
	終了件数
	審査会開　催回　数○

	
	
	前年度からの繰越
	当該年度の申　請○
	計
	和解
	仲裁
判断
	打ち
切り
	取り
下げ
	計
	

	H26
	あっせん
	0件
	0件
	0件
	0件
	－
	0件
	0件
	0件
	0件

	
	調　　停
	3件
	4件
	7件
	0件
	－
	2件
	1件
	3件
	8件

	
	仲　　裁
	2件
	1件
	3件
	0件
	0件
	－
	1件
	1件
	10件

	
	合　　計
	5件
	5件
	10件
	0件
	0件
	2件
	2件
	4件
	18件

	H27
	あっせん
	0件
	0件
	0件
	0件
	－
	0件
	0件
	0件
	0件

	
	調　　停
	4件
	3件
	7件
	2件
	－
	0件
	0件
	2件
	8件

	
	仲　　裁
	2件
	3件
	5件
	0件
	0件
	－
	2件
	2件
	13件

	
	合　　計
	6件
	6件
	12件
	2件
	0件
	0件
	2件
	4件
	21件

	H28
	あっせん
	0件
	2件
	2件
	1件
	－
	0件
	1件
	2件
	5件

	
	調　　停
	5件
	5件
	10件
	2件
	－
	0件
	2件
	4件
	17件

	
	仲　　裁
	3件
	0件
	3件
	0件
	2件
	－件
	0件
	2件
	6件

	
	合　　計
	8件
	7件
	15件
	3件
	2件
	0件
	3件
	8件
	28件


・委員60名（委員15名、特別委員45名）

・平成26年度　歳入　建設工事紛争処理申請手数料　　 1,945,880円

・平成27年度　歳入　建設工事紛争処理申請手数料　　 　761,940円

・平成28年度　歳入　建設工事紛争処理申請手数料　　 　313,890円

２．建設工事統計調査

　　国の委託により、建設工事統計調査（施工統計、建設工事受注動態統計）を実施した。

　

（１）建設工事施工統計調査（平成28年7月実施）

　　　　　建設工事施工統計調査　　7,211件

　　　　　

（２）建設工事受注動態統計調査（毎月実施）

　　　　　対象事務所　　　　　　　　572件

　（３）建設工事統計調査委託金（(１)及び（２）の統計調査に係る国からの委託金）

          平成26年度　　歳入　国庫委託金　　　4,347,925円

平成27年度　　歳入　国庫委託金　　　4,801,948円

　　　　　平成28年度　　歳入　国庫委託金　　　4,870,543円

３．女性・若者働き方改革推進事業

大阪府では、府内の「製造」「運輸」「建設」の人材確保を必要とする業界において、働くことに魅力を感じ、活躍できるよう、業界団体や行政機関、金融機関等で構成する「大阪人材　　　確保推進会議」を設置し、業界及び当該業界の企業のイメージアップと人材を確保するための取組を進めている。
そのため、建設分野においては、商工労働部と住宅まちづくり部が連携し、建設業のイメージアップ、建設従事者の入職促進などを目的として、次の事業を実施した。
(1)　現場見学会

　　○　大阪府と府内建設業者5団体で構成する「大阪府建設業懇話会」主催による工科系高等

学校の生徒を対象とした現場見学会を実施（H28.11）した。

(2)　「優秀建設施工者」大阪府知事表彰

　　○　大阪府と府内建設業者5団体で構成する「優秀建設施工者大阪府知事表彰実行委員会」

　　　主催による「優秀建設施工者」大阪府知事表彰を実施（H29.2）した。

４．栄典・表彰事務

建設業の発展に顕著な功績のあった所管団体関係者について、叙位・叙勲、褒章、大臣表彰、憲法記念日知事表彰等における受賞候補者の推薦手続きを行った。
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